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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第２四半期連結
累計期間

第29期
第２四半期連結
累計期間

第28期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 20,002 19,959 39,410

経常利益 （百万円） 1,736 2,139 4,762

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,154 851 2,060

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,822 525 2,772

純資産額 （百万円） 20,872 21,112 21,438

総資産額 （百万円） 36,223 36,216 37,756

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 94.33 69.09 168.07

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 93.87 － 167.12

自己資本比率 （％） 57.5 58.3 56.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,472 2,260 2,565

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △554 △4,561 △760

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △633 △1,416 △1,047

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 6,536 3,299 7,018

 

回次
第28期

第２四半期連結
会計期間

第29期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年７月１日
至　平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 59.11 28.54

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第29期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、当社グループの業務・資本提携先であるProxim Wireless Corporationの株式を譲受し、持分比率の増加に

より同社を当第２四半期連結会計期間に連結の範囲（販売事業）に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）におけるわが国経済は、設備投資が

増加し、企業収益も改善するなか、緩やかな回復基調が続きました。

情報サービス業界におきましても、ＩＴ投資は大企業、中堅企業を中心に増加しましたが、競争激化による厳し

い受注環境は依然として続きました。

このような事業環境のもと、当社グループは、企業価値ならびに株主価値の向上をめざし、収益構造の改革を推

進して高収益モデルを確立するとともに、株主還元のさらなる充実を図るため、中期経営計画に基づき、以下の重

点施策に取り組んでおります。

 

①既存事業の収益性向上

・売上総利益率のさらなる向上

プロジェクト管理の充実・強化による採算性向上、生産間接費の継続的削減、自社ＩＰ製品ビジネス

への取り組み、生産要員規模の適正化を推進しております。

・販管費率の改善

アカウントマネージャー制の導入により営業効率の向上を図るとともに、本社スタッフ部門とシェ

アードサービスを担当する株式会社ＳＲＡプロフェッショナルサービスの運営コストの削減を進めて

おります。

・受注・売上拡大

既存顧客の深耕による顧客内シェア向上ならびに成長分野における新規顧客の獲得に注力し、受注・

売上拡大に努めております。

 

②ビジネスモデルの変革

・「自社ＩＰ製品ビジネス＋既存事業の高付加価値化」の推進を図るとともに、ＩｏＴ、モバイル、セ

キュリティ、クラウドコンピューティング、ビッグデータ、ソーシャル技術等の成長分野において、自

社ＩＰ製品および新サービスの提供を推進しております。

 

③「自社ＩＰ製品ビジネス×海外ビジネス」の強化

・成長分野に向けた自社ＩＰ製品の拡充をめざすとともに、成長市場である海外をターゲットとしたビジ

ネスを推進しております。

 

その結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、次のとおりとなりました。

 

売上高につきましては、開発事業、運用・構築事業は増加しましたが、販売事業が減少した結果、19,959百万円

（前年同期比0.2％減）となりました。

損益面におきましては、利益率向上施策等により売上総利益は増益となったものの、販売管理費の増加により、

営業利益が1,727百万円（前年同期比2.3％減）となりました。経常利益は為替の影響等により2,139百万円（前年

同期比23.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は特別損失の計上等により、851百万円（前年同期比

26.2％減）となりました。
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セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

●開発事業

開発事業は、製造業、金融向けが増加した結果、当事業の売上高は10,652百万円（前年同期比5.3％増）とな

りました。また、セグメント利益については1,780百万円(同12.3％増)となりました。

 

●運用・構築事業

運用・構築事業は、企業向けおよび大学向けが増加した結果、当事業の売上高は2,356百万円（前年同期比

3.3％増）となりました。また、セグメント利益については581百万円(同2.1％増)となりました。

 

●販売事業

販売事業は、株式会社ＡＩＴおよび株式会社ＳＲＡの機器販売が減少した結果、当事業の売上高は6,950百万

円（前年同期比8.6％減）となりました。また、セグメント利益については150百万円(同68.4％減)となりまし

た。

 

なお、売上高についてはセグメント間の取引を相殺処理しており、セグメント利益については各報告セグメン

トに配分していない全社費用を含んでいます。全社費用は、報告セグメントに属しない一般管理費及び研究開発

費であります。

 

また、当第２四半期連結累計期間の財政状態につきましては次のとおりとなりました。

当第２四半期連結会計期間における資産合計は36,216百万円（前連結会計年度末比4.1％減）、負債合計は

15,103百万円（同7.4％減）、純資産合計は21,112百万円（同1.5％減）となりました。前連結会計年度末と比べ

増減した主な内容は、次のとおりです。

（資産合計）

株式の取得等により投資有価証券が2,141百万円増加し11,495百万円、短期貸付金が2,133百万円増加し2,550

百万円となりました。一方、長期貸付金が1,689百万円減少し1,490百万円となりました。

（負債合計）

仕入債務の増加により買掛金が726百万円増加し3,598百万円となりました。一方、訴訟損失引当金が1,198百

万円減少、銀行借入の返済により短期借入金が609百万円減少し570百万円となりました。

（純資産合計）

為替相場の変動により為替換算調整勘定が255百万円減少し190百万円、有価証券および投資有価証券の時価変

動によりその他有価証券評価差額金が70百万円減少し584百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

3,718百万円減少し、3,299百万円（前年同四半期比3,236百万円減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、2,260百万円（前年同四半期は1,472百万円の獲得）となりました。

これは、主に税金等調整前四半期純利益の増加1,919百万円、仕入債務の増加591百万円、売上債権の減少525百

万円のプラス要因と、法人税等の支払等829百万円のマイナス要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、4,561百万円（前年同四半期は554百万円の使用）となりました。

これは、主に貸付金の回収による収入46百万円のプラス要因と、投資有価証券の取得による支出2,228百万円、

貸付による支出1,788百万円のマイナス要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、1,416百万円（前年同四半期は633百万円の使用）となりました。

これは、主にストックオプションの行使による収入58百万円のプラス要因と、配当金の支払861百万円、短期借

入金の減少609百万円のマイナス要因によるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、16百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,960,000

計 60,960,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,240,000 15,240,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 15,240,000 15,240,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日

（ (　）内は取締役会決議日）

平成30年６月22日

（平成30年８月９日）

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　　３

当社従業員　　　　　　　　　　３

当社子会社取締役及び従業員　　45

新株予約権の数（個）　※　　(注)１ 735

新株予約権の目的となる株式の種類、内容　※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　※　　(注)２ 147,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※　　(注)３ １株当たり3,472

新株予約権の行使期間　※
自　平成32年７月１日

至　平成34年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　　　　3,472

資本組入額　　　　1,736

新株予約権の行使の条件　※　　(注)４

対象決算期間：平成31年３月期

行使基準目標値：連結経常利益50億円以上または親会社株

主に帰属する当期純利益35億円以上

新株予約権の譲渡に関する事項　※ （注)４、５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注)６

※新株予約権証券の発行時（平成30年８月30日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は200株とする。ただし、２．に定める株式の数の調整が行われ

た場合は、同様の調整を行うものとする。

２．当社が普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合を行う場合は、次の算式により付与

株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株

予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる

ものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社との合併後存続する場合、当社が他社と株式交換を行い株式交換完全親会社となる場合、

その他これらの場合に準じて付与株式数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、当社は付与株式

数の調整を行うことができるものとする。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、時価を下回る価額で新株式を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により

新株式を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

 調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
  

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」

を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社との合併後存続する場合、当社が他社と株式交換を行い株式交換完全親会社となる場

合、その他これらの場合に準じて行使価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、当社は行使価

額を適切に調整することができるものとする。

４．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権は、当社の対象決算期間における確定した連結損益計算書において、経常利益または親会社株

主に帰属する当期純利益が行使基準目標値となった場合に限り、行使できる。ただし、経営環境の急激な

変化等が生じた場合、取締役会決議により行使基準目標値を±30％の範囲内において変更することができ

る。

(2）新株予約権の行使時において、当社の取締役（社外取締役を除く）、従業員もしくは当社子会社の取締

役、執行役員または従業員でない者は、新株予約権を行使できない。ただし、取締役の任期満了による退

任、定年退職、その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

(3）新株予約権の相続は認めない。

(4）取締役会は、その他必要な条件を付すことができる。ただし、取締役会が付す条件は当社と新株予約権の

割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に規定された場合に限り、効力を持つものとする。

５．譲渡による新株予約権の取得に関する事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

６．会社の組織再編時の新株予約権交付に関する事項

当社が会社法第236条第１項第８号イないしホに定める行為をする場合、当社の新株予約権者に対し、当該

イないしホに定める者（以下、「存続会社等」という。）の新株予約権を交付するものとする。

なお、交付される存続会社等の新株予約権の目的たる株式の数及び払込金額は株式の割当比率に応じたもの

とし、新株予約権のその他の内容も当社の新株予約権と同等とするが、当社はその判断で、適宜これらを変

更できるものとする。

ただし、合併、吸収分割及び株式交換については、それぞれ合併契約、吸収分割契約及び株式交換契約の相

手方当事者の同意を条件とする。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 15,240,000 － 1,000 － 1,000
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社ＳＲＡ 東京都豊島区南池袋２－32－８ 1,190 8.79

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11

 
1,091 8.07

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３

 
899 6.65

第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

 

東京都千代田区有楽町１－13－１

（東京都中央区晴海１－８－12　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟）

564 4.16

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 560 4.13

ＳＲＡホールディングス社員持株会 東京都豊島区南池袋２－32－８ 460 3.40

藤原園美 東京都千代田区 450 3.32

丸森京子 東京都千代田区 435 3.22

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A.

380578

 

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6,

ROUTE DE TREVES, L-2633

SENNINGERBERG, LUXEMBOURG

（東京都港区港南２－15－１　品川イン

ターシティＡ棟）

300 2.21

GOVERNMENT OF NORWAY

 

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN　２，　0107 OSLO 1 OSLO

0107 NO

（東京都新宿区新宿６－27－30）

 

232 1.72

計 － 6,184 45.67

（注）１．株式会社ＳＲＡが所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権の行使が

制限されています。

２．上記株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　1,091千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　899千株

３．平成30年９月19日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、シュローダー・インベストメント・

マネジメント株式会社及びその共同保有者であるシュローダー・インベストメント・マネージメント・リミ

テッドが、平成30年９月14日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。

なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名または名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

シュローダー・インベストメン

ト・マネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内１－８－３ 　株式　609,300          4.50

シュローダー・インベストメン

ト・マネージメント・リミテッド

英国　ＥＣ２Ｙ５ＡＵ　ロンドン

　　ロンドン・ウォール・プレイス１
　株式　272,300          2.01
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４．平成30年８月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同保

有者であるアセットマネジメントOne株式会社が、平成30年７月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有して

いる旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名または名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 　株式　140,000          1.03

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－２ 　株式　471,800          3.48

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己株式）

普通株式　1,712,900

(相互保有株式）

普通株式　1,190,100

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数　　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,334,000 123,340 同上

単元未満株式 普通株式　　　3,000 － 同上

発行済株式総数 15,240,000 － －

総株主の議決権 － 123,340 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権10個が含まれております。

２．「単元未満株式」の中には、自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

自己株式　　　　　　　　　　　87株

相互保有株式　　　　　　　　　98株
 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 （自己株式）

株式会社ＳＲＡホールデ

ィングス

東京都豊島区南池袋

２-32-８
1,712,900 － 1,712,900 11.23

 （相互保有株式）

株式会社ＳＲＡ

東京都豊島区南池袋

２-32-８
1,190,100 － 1,190,100  7.80

計 － 2,903,000 － 2,903,000 19.03

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,629 4,194

受取手形及び売掛金 6,932 6,474

有価証券 108 25

商品及び製品 647 1,008

仕掛品 1,566 1,407

短期貸付金 416 2,550

未収入金 2,874 2,824

その他 1,922 693

貸倒引当金 △37 △5

流動資産合計 22,061 19,172

固定資産   

有形固定資産   

建物 376 467

減価償却累計額 △268 △276

建物（純額） 107 191

機械装置及び運搬具 530 548

減価償却累計額 △491 △502

機械装置及び運搬具（純額） 39 46

その他 136 147

減価償却累計額 △91 △95

その他（純額） 45 51

有形固定資産合計 192 289

無形固定資産   

その他 1,310 1,407

無形固定資産合計 1,310 1,407

投資その他の資産   

投資有価証券 9,353 11,495

長期貸付金 3,179 1,490

繰延税金資産 2,211 1,732

差入保証金 384 391

退職給付に係る資産 46 47

その他 555 216

貸倒引当金 △1,519 △9

投資損失引当金 △19 △18

投資その他の資産合計 14,191 15,346

固定資産合計 15,695 17,043

資産合計 37,756 36,216
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,871 3,598

短期借入金 1,179 570

未払費用 859 604

未払法人税等 735 409

未払消費税等 506 367

前受金 2,908 3,550

賞与引当金 565 744

役員賞与引当金 49 89

工事損失引当金 780 378

訴訟損失引当金 1,198 －

その他 294 375

流動負債合計 11,949 10,687

固定負債   

繰延税金負債 68 69

退職給付に係る負債 4,134 4,161

役員退職慰労引当金 165 167

その他 － 16

固定負債合計 4,368 4,415

負債合計 16,317 15,103

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 4,671 4,699

利益剰余金 17,364 17,354

自己株式 △2,437 △2,402

株主資本合計 20,598 20,651

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 654 584

為替換算調整勘定 445 190

退職給付に係る調整累計額 △319 △320

その他の包括利益累計額合計 780 454

新株予約権 59 6

純資産合計 21,438 21,112

負債純資産合計 37,756 36,216
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 20,002 19,959

売上原価 15,949 15,664

売上総利益 4,053 4,294

販売費及び一般管理費 ※１ 2,285 ※１ 2,567

営業利益 1,768 1,727

営業外収益   

受取利息 36 58

受取配当金 42 28

為替差益 61 356

その他 27 25

営業外収益合計 168 468

営業外費用   

支払利息 19 22

証券代行事務手数料 9 8

持分法による投資損失 129 20

その他 42 4

営業外費用合計 200 56

経常利益 1,736 2,139

特別利益   

投資有価証券売却益 278 3

新株予約権戻入益 1 54

その他 － 1

特別利益合計 279 58

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 66 －

貸倒引当金繰入額 － 260

訴訟関連損失 － 17

特別損失合計 66 278

税金等調整前四半期純利益 1,949 1,919

法人税、住民税及び事業税 792 560

法人税等調整額 2 507

法人税等合計 795 1,068

四半期純利益 1,154 851

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,154 851
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純利益 1,154 851

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 714 △70

為替換算調整勘定 △73 △254

退職給付に係る調整額 4 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 22 △0

その他の包括利益合計 668 △326

四半期包括利益 1,822 525

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,822 525

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,949 1,919

減価償却費 229 233

のれん償却額 13 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 69 26

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 56 177

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 39

貸倒引当金の増減額（△は減少） 33 △32

投資損失引当金の増減額（△は減少） 1 △1

工事損失引当金の増減額（△は減少） 101 △401

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） － △1,198

受取利息及び受取配当金 △79 △86

支払利息 19 22

支払手数料 － 0

為替差損益（△は益） △61 △356

持分法による投資損益（△は益） 129 20

投資有価証券評価損益（△は益） 66 －

投資有価証券売却損益（△は益） △278 △3

固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 630 525

たな卸資産の増減額（△は増加） △510 △111

仕入債務の増減額（△は減少） 394 591

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2 1,316

その他の負債の増減額（△は減少） 141 284

未払消費税等の増減額（△は減少） △126 △138

その他 24 222

小計 2,809 3,053

利息及び配当金の受取額 72 58

利息の支払額 △19 △21

法人税等の支払額 △1,389 △829

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,472 2,260

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △58 △18

無形固定資産の取得による支出 △209 △148

投資有価証券の取得による支出 △767 △2,228

投資有価証券の売却による収入 1,054 14

関係会社株式の取得による支出 － △92

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △144

貸付けによる支出 △939 △1,788

貸付金の回収による収入 517 46

定期預金の預入による支出 △150 △200

差入保証金の差入による支出 － △0

差入保証金の回収による収入 0 0

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △554 △4,561
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △609

非支配株主からの払込みによる収入 0 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △732 △861

ストックオプションの行使による収入 98 58

支払手数料の支払額 － △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △633 △1,416

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 270 △3,718

現金及び現金同等物の期首残高 6,265 7,018

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 6,536 ※１ 3,299
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結会計期間より、出資持分の追加取得により子会社となったProxim Wireless Corporationを連

結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
　　至 平成30年９月30日）

給与手当・賞与 917百万円 1,097百万円

賞与引当金繰入額 74百万円 88百万円

役員賞与引当金繰入額 89百万円 89百万円

退職給付費用 41百万円 42百万円

研究開発費 18百万円 16百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下

記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 7,110百万円 4,194百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △715百万円 △916百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
142百万円 21百万円

現金及び現金同等物 6,536百万円 3,299百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月11日

取締役会
普通株式 732 60  平成29年３月31日  平成29年６月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月９日

取締役会
普通株式 490 40  平成29年９月30日  平成29年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月10日

取締役会
普通株式 861 70  平成30年３月31日  平成30年６月７日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、創業50周年記念配当10円を含んでおります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月８日

取締役会
普通株式 493 40  平成30年９月30日  平成30年11月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 開発事業
運用・構築
事業

販売事業 計

売上高       

(1)外部顧客への売上高 10,115 2,281 7,605 20,002 － 20,002

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

17 102 198 318 △318 －

計 10,133 2,383 7,804 20,321 △318 20,002

セグメント利益 1,585 569 475 2,630 △862 1,768

(注）１．セグメント利益の調整額△862百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 開発事業
運用・構築
事業

販売事業 計

売上高       

(1)外部顧客への売上高 10,652 2,356 6,950 19,959 － 19,959

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

7 106 135 249 △249 －

計 10,659 2,462 7,086 20,208 △249 19,959

セグメント利益 1,780 581 150 2,513 △785 1,727

(注）１．セグメント利益の調整額△785百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

 

前連結会計年度末（平成30年３月31日）

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 2,437 3,355 918

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 29 29 －

③　その他 － － －

(3）その他 769 793 23

合計 3,236 4,178 942

（注）表中の「取得原価（百万円）」及び「連結貸借対照表計上額（百万円）」は減損処理後の帳簿価額であり

ます。

 

当第２四半期連結会計期間末（平成30年９月30日）

種類 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 2,453 3,246 792

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 2,178 2,209 31

③　その他 － － －

(3）その他 768 785 16

合計 5,400 6,241 841

（注）表中の「取得原価（百万円）」及び「四半期連結貸借対照表計上額（百万円）」は減損処理後の帳簿価額

であります。

 
 

EDINET提出書類

株式会社ＳＲＡホールディングス(E05640)

四半期報告書

20/24



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 94円33銭 69円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,154 851

普通株主に帰属しない金額（百万

円）
－ －

普通株式に係る親会社株主に帰属

する四半期純利益金額（百万円）
1,154 851

普通株式の期中平均株式数（千

株）
12,237 12,322

(2）潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額
93円87銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純

利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 59 －

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ 平成30年８月９日開催の取締役会決

議による新株予約権

なお、この概要は「第３　提出会

社の状況、１　株式等の状況、(２)

新株予約権等の状況」に記載のとお

りです。

　　　　（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（配当について）

第29期（平成30年４月１日から平成31年３月31日）中間配当について、平成30年11月８日開催の取締役会におい

て、平成30年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いた

しました。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 493百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　40円

　③支払請求の効力発生日及び支払い開始日　平成30年11月29日

 

（訴訟について）

当社子会社 株式会社ＳＲＡ（以下、「ＳＲＡ」という。）において、三幸エステート株式会社（以下、「三幸エ

ステート」という。）に対して、平成27年８月25日、損害賠償請求の訴訟を提起しております。これに対して、平成

27年10月６日、三幸エステートはＳＲＡを相手取って東京地方裁判所に訴訟を提起しております。また、現在係争中

であります。なお、本訴訟の進捗に応じて必要な開示事項が発生した場合は速やかにお知らせいたします。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＲＡホールディングス(E05640)

四半期報告書

23/24



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年11月６日

株式会社ＳＲＡホールディングス

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 柏木　　忠

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田村　知弘

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＳＲＡ

ホールディングスの平成30年4月1日から平成31年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成30年7月1日

から平成30年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年9月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＲＡホールディングス及び連結子会社の平成30年9月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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